
「平成２５年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の取組状況      

                              平成 2 6年 3月 1 3日  

               経 済 産 業 省   

                                                   商務流通保安グループ 

                                                   ガ ス 安 全 室  

 本資料は、保安対策指針「Ⅱ．ＬＰガス販売事業者等が講ずべき具体的な保安対策（要請４項目）及び重点事故防止対策３項目」において、ＬＰガス販売事業
者等に取組を求めている事項について、トップヒアリング、立入検査による確認、一般社団法人全国ＬＰガス協会からの報告等を踏まえ、当省においてその実
施状況をとりまとめたもの。 

「平成２５年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述 取組状況 

Ⅱ．ＬＰガス販売事業者等が講ずべき具体的な保安対策 
（要請４項目）及び重点事故防止対策３項目 

  

            
        最近の事故の発生状況及び法令遵守の状況を踏まえ、

平成２５年度において、次に掲げる４項目をＬＰガス販
売事業者等に対して要請する。 
１．法令遵守の徹底 
２．組織内のリスク管理の徹底 
３．事故防止対策 
４．自然災害対策 
特に、事故防止対策については、平成２４年の事故発
生状況等から、 
（１）ＣＯ中毒事故の防止 
（２）一般消費者等に起因する事故の防止 
（３）ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止 
を重点に対応することを要請する。 

  

        その際、少子化、高齢化等社会経済情勢を踏まえた自
主保安活動を実施するとともに、 
・一般社団法人全国ＬＰガス協会の「ＬＰガス安全安心
向上運動」 
・日本液化石油ガス協議会・地域液化石油ガス協議会
の集まりである七協議会連絡会議（以下「七協議会連
絡会議」という。）の行動基準 等 
で実施することとされた項目を自主保安活動に積極的
に取り入れ、具体的な取組を行うことが重要である。 

  

資料２－１ 
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Ⅱ．１．法令遵守の徹底   

  （１）経営者の保安確保へ向けたコミットメント等    

        ①経営の基本方針として、法令の遵守、保安の確保
を掲げること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－「保安なくして販売なし」の基本方針を全体朝礼時や経営方針発表会、毎年の年頭
挨拶や年度初めに掲げる社長方針等において、社内行事時に表明している。 
－毎月１０日を「保安デー」と定め、全販売所で保安朝礼を行うことで従業員が常に保
安を意識するよう取り組んでいる。 
－ＩＳＯ９０００の品質方針として法令順守、保安の確保を掲げている。 
－委託先担当者と、面談を月１度以上も実施し、業務内容の確認･改善を行っている。 

        ②経営者自らが保安に対する姿勢を社内外に明確に
表明し、保安確保の指導力を発揮すること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－各事業所及びホームページに、社長方針を掲示して法令遵守、保安に関して認識さ
せている。 
－毎月、本社において社長、各部部門の管理職、関係会社の責任者による「安全衛生
会議」を開催し、保安を含め、安全全般に関する議論を行い、保安の重要性を説いてい
る。この内容は後日全社員に報告され、すべての社員が共通の認識を持つよう努めて
いる。 
－社内及び販売店様に配布している広報誌において毎回保安に関する記事を掲載し、
保安業務の重要性を繰り返し訴えている。 
－国、県、協会等の表彰制度に保安業務に功労のあった社員を積極的に推薦し、保安
業務に対する地道な努力が正当に評価されるよう努めている。 
 

        ③経営者の最も重要な役割である保安組織体制の整
備及び保安関連予算の確保を図ること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－保安管理体制として、保安部を社長直轄部署とし各事業所に保安担当者を配置し保
安確保の指導強化を図っている。 
－本社保安管理部門を営業部門管轄から社長直轄の部署に変更。保安統括部から保
安統括室とし、営業部門に保安投資・予算等の影響を受けることなく、保安高度化に推
進できる環境とした。 
－保安対策予算については、半期毎に予算確保をすることにより確実な保安業務の遂
行を実施している。 
－保安関連の費用は予算計上外であっても投資するようにしている。 
－保安知識向上の為の資格取得を推進し、資格試験の取得費用を会社負担とし、資格
手当を支給している。資格取得時には報奨金を出し、資格取得意欲を向上させると共
にスキルアップを図っている。 
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Ⅱ．１．法令遵守の徹底   

  （２）ＬＰガス販売事業者等の義務の再認識   

        ①ＬＰガス販売事業者は、保安業務を委託している場
合でも、一般消費者等に対して保安業務の内容が提
供されていることについて保安機関に確認を行うこと。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－委託先保安機関に対しては、実施件数が０件であっても毎月の報告を求め、業務主任
者が内容を確認の上、捺印している。 
－委託先保安機関からの保安業務結果についても、自社で行った保安業務同様に業務
主任者２名以上で行うダブルチェックを実施している。結果内容に不備や不明点などあ
れば問い合わせをすることで、委託に伴う保安業務水準の低下を防いでいる。 
－定期調査点検を委託している場合、定期に調査票を取得し、業務主任者及び事業所
責任者が内容を確認した上で、その内容をコンピューターで管理している。 
－毎月、保安の日を設定、各販売所において当該各関連保安機関事業所員も参加して、
前月保安状況の確認・指導、当月の予定確認等を実施している。 
 

        ②保安機関は、保安業務の結果を確実に委託元であ
るＬＰガス販売事業者に通知すること。 
（現状） 
・平成２３年度の立入検査において、保安業務を実施
した結果を委託元であるＬＰガス販売事業者に通知し
たことが確認できなかった保安機関が見受けられた。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－定期調査点検を受託している場合は定期的に点検結果を調査票により報告するととも
に、緊急を要するものについては即座に報告している。 
－毎月の報告と共に、緊急時対応が必要なものに関しては、電話とＦＡＸにより確実に連
絡が取れるよう社内体制を構築している。                       
－保安業務を行った結果について、２部印刷し、１部は委託元へ郵送、もう１部は当社で
保管している。 
 
・立入検査の結果、「保安業務「緊急時連絡」に関する契約書」第６条に基づき、「乙は、
業務実施のたび、業務の実施内容について「ＬＰＧ共同利用システム」に入力し、各業務
実施から２ヶ月以内に甲に書面もしくは電磁的方法によって以下の項目を報告する。な
お、報告内容は２年間保管する。」と規定されているが、検査の結果、販売事業者等の中
には電磁的方法では報告を受領できない者（１３者）がいることが判明したことから、当該
販売事業者等に対して、直ちに未報告分の実施状況を報告するとともに、今後は、書面
若しくは電磁的方法により確実に報告するよう指導した。 
 
・立入検査の結果、保安業務の点検票は、同社から委託契約先である販売事業者に直
接送付すべきところ、販売事業者と取引関係にある卸売業者に同点検票を送付されてい
たので、同点検票は、委託契約先である販売事業者に送付するよう指導した。 
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Ⅱ．１．法令遵守の徹底   

  （３）保安教育の確実な実施   

        ①保安教育を的確に実施する体制を整備するとともに、
年間保安教育計画を策定し、保安教育が従業員に対
して確実に実施されるようにすること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－期初に「液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」を確認し年間保安教育計画を
作成し、毎月全事業所の保安教育・訓練実施記録を本社保安部が確認している。 
－保安教育を行う際に欠席した者に対して、議事録等を回覧し確認印をもらっている。                                      
－本社主催の全体保安会議の実施や、地区毎に行われる県主催、地域防災協議会
主催の防災訓練への参加を義務付けている。高圧ガス保安協会、日本液化石油ガス
協議会、県ＬＰガス協会、ＪＬＰＡ等主催の講習会は、ほぼ全講習会に参加し、講習会
での内容は各事業所にフィードバックさせている。 
 
・経済産業省は、液化石油ガスの保安に特化した指導者の育成を行い、更にその指
導者が各地域で研修会を延べ１４１回、個別指導を４３９事業所で実施し、全体的な保
安レベルの維持、向上を図った。 
 

        ②保安教育の実施に当たっては、容器交換時や設備
工事・修理等の際の標準作業マニュアルを作成する等、
作業手順の再確認及び徹底並びに定められた作業を
的確に実施できる技術力の向上を図るよう指導するこ
と。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－標準的な作業マニュアルから重要項目を要約した社内教育用のマニュアルを作成
し、点検・調査等のスキルの均一化を図るようにしている。 
－ＬＰガス保安技術者向けＷＥＢサイトの資料を参考にマニュアルを作成し教育を実施
している。 
－液化石油ガス設備士の資格取得により社員の技術の向上を図っている。 
－新人に対してはベテラン配送員が同行して容器交換手順を実地に指導している。 
－配送業務の安全のため、毎年、自動車教習所を使って配送車の安全な運転につい
て、実車で講習を行うとともに、配送時の緊急時対応等に関する講習会を行っている。 
－関連保安機関を対象に配送コンテストおよび設備工事コンテストを実施している。       
 

        ③販売グループの中核となっているＬＰガス販売事業
者は、グループ内事業者に対する保安教育を主導す
ること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－本社主催の保安全体会議に、関係会社担当者も必ず参加させ、グループ内で均一
な保安技術を身に着けるよう指導している。 
－関連会社に対して、保安教育の計画作成や実施を指示している。 
－関連会社に対して、合同防災訓練実施や定期的な保安査察を行い、保安業務実施
方法や管理方法の保安指導を実施している。 
－卸先の販売事業者に対して、本部教育や各県単位のブロック教育を実施している。 
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Ⅱ．１．法令遵守の徹底   

  （４）販売所・営業所単位での保安確保   

        ①ＬＰガス販売事業者は、販売所・営業所の責任者が
保安業務の監督責任者としての自覚を持ち、業務主任
者とともに、保安確保への取組を確実に実践すること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－保安管理者に保安管理手当を支給することで、保安管理者としての自覚を持たせてい
る。 
－一般消費者への保安業務の結果を業務主任者等がダブルチェックすることにより、点
検・調査票の間違いや誤記について確認し、誤記が発見された場合は再度保安業務の
実施と社内教育を実施することで、販売所内の保安レベル向上に努めている。 
－支店長・営業所長はガス事業経験者が少ないため、毎月設定している保安の日への参
加、年２回の保安査察への参加、または県ＬＰガス協会主催の保安講習会への積極的参
加によりガス事業の知見を深めるよう指導している。                                                                                                        
 
 

        ②ＬＰガス販売事業者は、業務主任者の職務・役割の
社内規程類への明示による明確化等、実効的に機能
する体制の整備を図ること。 
（現状） 
・平成２４年度の立入検査において、点検・調査結果等
における未記入・誤記入を業務主任者が見過ごしてい
た例が散見された。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－全事業所に掲示している組織図に、組織の体制、業務主任者の位置付けを明記し、指
示命令系統を組織内に周知している。 
－業務主任者の職務については、毎日・毎週・毎月・四半期毎・毎年と、区分した一覧表
を作成している。 
－点検結果の確認については、必ず業務主任者が最終確認（押印）することを義務付け
ている。また、その結果を責任者がダブルチェックするよう指導している。 
 
・立入検査の結果、定期供給設備点検及び定期消費設備調査の記録を確認したところ、
未記入及び誤記入があった。未記入や誤記入を正すとともに、業務主任者等の保安監督
者は、保安業務の実施結果の確認を確実に行い、点検・調査を行う者に対して正確な記
入を指導するよう指摘した。 
 

        ③販売所・営業所において法令遵守と保安業務の適切
な実施が行われているかを本社の保安管理部門等が
確実に把握し、不足・不備があれば改めることができる
よう、内部監査体制等の見直しを含めた整備、充実を
図ること。 
（現状） 
・平成２３年度において、本社の保安管理部門が販売
所・営業所の業務の実施状況を把握しておらず、法令
違反に至った事例があった。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－保安業務部による毎月の保安巡回指導及び年２回の保安担当役員が実施する保安査
察において、実施状況を確認指導している。 
－毎月実施する各営業所会議において、本社役員が必ず会議に出席し、保安業務の実
施状況をチェックリストを用いて確認するようシステム化し、不具合事項は即座に社長室
に報告するようにしている。 
－コンピューターにより、随時、各事業所の保安業務の実施状況・保安確保機器の期限
管理状況等を本社保安部において確認している。 
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Ⅱ．１．法令遵守の徹底   

  （５）営業譲渡時等の保安業務の確実な実施   

        ①事業譲渡を受ける場合は、譲渡前の保安状況を事
前に確認し、保安業務遂行の人員、日数等を確保し、
保安業務を実施すること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－事業譲渡の契約に際しては、事前に保安状況、供給設備の状況を確認した上で譲渡
契約を締結する。 
－譲渡前に譲渡先の情報を入手し、保安業務遂行に必要な人員・日数を確保しスケ
ジュールを作成、応援人員が必要であれば本社保安部が各事業所に対して、業務主任
者の数を確保した上で社長が応援指示書を発行し、応援要請を行っている。 
－各事業所においてあらかじめ事業を譲り受ける場合の応援要員を選任しており、事業
譲渡後迅速に保安業務が遂行できるような体制を整えている。 
－事前に実態調査を行い、不具合のある供給機器等（期限切れ）については、交換費用
を予算化しておき、供給開始前には全て交換している。 

        ②譲渡後も緊急時対応の基準内の確実な実施を含め
た保安業務の実施状況について再度確認をすること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－譲渡前の段階で、譲り受ける顧客の分布図を作成し、自社にて緊急時対応が実施で
きるのかを確認している。緊急時対応が実施できない場合は、その付近に依頼できる保
安機関を確認して検討のうえ、委託している。 
－譲渡時の保安要員確保について、現場対応要員以外に情報処理担当要員を確保し、
点検後即座に消費者情報をシステムに取り込み、緊急時に住所や設備内容が不明にな
らないよう対処している。供給開始後も、検針時点検などで継続して設備の状況確認を
行っている。 
－新しい顧客に対する注意事項について、社内全員で情報の共有化を図るようにしてい
る。 
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Ⅱ．２．組織内のリスク管理の徹底   

        現場の実態に応じて異なるリスクを把握・認識し、適切
な対策・改善を継続して実施する「リスクマネジメント」
の考え方を取り入れ、リスク管理の徹底を図ること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－点検・調査票の記載内容は、各事業所及び本社品質保証部によるダブルチェックを
行い、記入漏れや実施内容の不備等を防止している。 
－各事業所において、保安上のリスクは発生した場合、保安部で検討し、マニュアル等
の改定を行う。このマニュアルの実行によりリスクが改善されたかをチェックして、それ
により新たな対策の必要性を検討している。 
－経済産業省が推進している「自主保安活動チェックシート」での自己採点結果に基づ
き、今後の課題を洗い出している。 
－経済産業省のホームページ、各講習会での事故事例、立入検査の結果、ヒヤリハッ
ト事例などをその都度各事業所に「業務連絡」として配布し周知することにより、ＬＰガス
事故におけるリスクの削除・低減に努めている。 
 

7 



Ⅱ．３．事故防止対策    
  （１）ＣＯ中毒事故の防止対策   
    ア）業務用厨房におけるＣＯ中毒事故の防止対策   

      ａ．業務用厨房の関係者に対する周知   

        ①換気（給気及び排気）が十分に行われないと不完全
燃焼を起こしＣＯが発生するメカニズムや業務用厨房
においてひとたび事故が発生した場合、従業員のみな
らず来店者をも巻き込むこと等について対面により説
明し、換気や清掃・メンテナンスの重要性について、業
務用厨房の所有者、従業員等の理解を促すこと。 
（現状） 
・平成２４年においては、８件のＣＯ中毒事故のうち５件
が業務用厨房で発生している。これらの原因は、換気
設備未使用によるもの、換気不良によるもの、メンテナ
ンス不足によるもの、排気口閉塞による排気不良によ
るものなどである。 
・業務用厨房機器の使用者向けのＣＯ中毒事故防止の
ための注意喚起のチラシを経済産業省のホームページ
に掲載（別紙１）。 
 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－全業務用厨房顧客に対して、業務用換気警報器を１００％設置するとともに、ＣＯに
関する周知は半年に１回以上、濃度測定を含むＣＯ点検は年１回以上の頻度で実施し
て、事故を未然に防いでいる。 
－業務用周知は、郵送・投函ではなく直接持参して文書の説明を行う対面方式とし、更
に従業員への周知も実施すべく、複数枚の配布や厨房内等掲示板への掲示も提案し
ている。 
－非正規職員の出入りが多いため、ＣＯ中毒事故の危険性について知らない人が不
適切に器具を取り扱わないよう、責任者に注意を促している。 
 

・一般社団法人全国ＬＰガス協会及び日本液化石油ガス協議会は、平成２５年７月に経
済産業省からの要請を受け、ＬＰガス販売事業者に対して、食品工場及び業務用厨房
施設で使用されるＬＰガスについての注意喚起を行った。 
 

・経済産業省は、以下の事項を実施した。 
－総務省消防庁に協力を得て、平成２５年１１月に業務用厨房のメンテナンスによる事
故防止についてリーフレットを作成、総務省消防庁が平成２６年３月１日～７日に実施
する「平成２６年春季全国火災予防運動」において配布した。 
－ＣＯ中毒事故の防止のため、平成２５年６月に業務用厨房施設等における一酸化炭
素中毒事故連絡会議を開催。関係省庁と事故情報や行政の取組事例等の情報交換を
行った。 
－業務用施設等におけるＣＯ中毒事故の防止のため、厚生労働省及びその関係団体
に対して、周知・啓発を行うため、平成２５年６月に全国調理師養成施設協会の全調協
ニュースへの掲載を実施した。 
－業務用厨房の使用者等、消費者向けにＣＯ中毒事故防止についての周知に必要な
リーフレットの作成を平成２５年１１月に行った。 
－雑誌、新聞、専門誌への広告掲載及び交通広告を平成２５年１０月から平成２６年２
月に実施した。 
－平成２４年２月に発生しためんゆで器の排気口閉塞によるCO中毒事故を受け、所管
のＬＰガス販売事業者に対し、業務用厨房の実態調査を実施し、その結果及び推奨す
る取組について、事業者へ通知し、併せて平成２５年１月にホームページで公表した。
また、平成２５年６月に日本厨房工業会、めんゆで器メーカー等と開催したそば釜等事
故対策会議で調査結果や最近の事故状況について説明し、事故防止の ための情報
交換を実施した。 

 
・北海道産業保安監督部は、平成２６年２月に北海道パン・米飯共同組合、北海道麺類
飲業生活衛生同業組合等を訪問し、ＣＯ中毒事故防止について説明し、リーフレットを
配付した。 
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Ⅱ．３．事故防止対策    

  （１）ＣＯ中毒事故の防止対策   

    ア）業務用厨房におけるＣＯ中毒事故の防止対策   

      ａ．業務用厨房の関係者に対する周知   

        ②定期消費設備調査等の機会に、業務用厨房機器
の設置環境や使用状況を確認し、業務用厨房の所有
者、従業員等に対し、ガス機器、レンジフード・換気扇
や排気ダクトの清掃、修理等の定期的な清掃・メンテ
ナンスの必要性を働きかけること。 
（現状） 
・レンジフード・換気扇や排気ダクトの清掃・メンテナン
スに関する注意喚起のチラシ（総務省消防庁及び東
京消防庁と連名）を経済産業省のホームページに掲
載（別紙２）。 
・業務用厨房機器を維持管理する際に注意すべき点
等について平成２５年度中に経済産業省のホーム
ページに公表予定。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－業務用厨房機器設置施設の状況にもよるが、施設内の汚れ等が確認できる施設
が多々存在することを確認している為、チラシ配布だけではなく、従業者とのコミュニ
ケーションが取りながら、保安を進めている。 
－写真を交えた具体的な事例集を勉強することで、定期消費設備調査の判定基準
を正しく保つ取り組みを行っている。 

        ③めんゆで器の排気口を閉塞したことによるＣＯ中毒
事故の対象となったメーカー製のめんゆで器（同一型
式及び類似型式）であって、まだ対策が取られていな
いものを発見した場合は、その使用者に対しメーカー
の対応を紹介し、対策を促すこと。 
（現状） 
・平成２４年２月に発生した岐阜県の体験施設におけ
るめんゆで器に係るＣＯ中毒の事故発生後、メーカー
は、使用者に対し注意喚起するとともに、排気筒を延
長するカバー（高さが高く、上面に物が置けないよう
傾斜が付いている。）を作成し、警告シールとともに無
償で提供する対策を実施中。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－事故が発表された直後に、弊社保安管理ソフトにより該当燃焼器のリストアップを
行い調査を実施。別型式のゆでめん器についても調査を行った。 
－ゆでめん器以外の業務用厨房機器においても、同様のＣＯ事故が発生する恐れ
がないか調査し、ＣＯ点検と周知を行う。 
－消費機器調査の際、業務用のめん茹で器について排気筒の上にものが置かれ、
排気の支障になっていないかを必ず確認している。また、排気筒が低いものについ
ては排気の支障になるよなものを置かないように指導すると共に、メーカーに連絡す
れば設備改善をしてもらえる旨を紹介している。 
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Ⅱ．３．事故防止対策    

  （１）ＣＯ中毒事故の防止対策   

    ア）業務用厨房におけるＣＯ中毒事故の防止対策   

      ｂ．業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置の促進   
        業務用厨房の使用者や所有者に対して、業務用換気

警報器・ＣＯ警報器の設置の促進を引き続き継続する
こと。 
（現状） 
・七協議会連絡会議では「業務用ＣＯ中毒の事故対策
機器の普及状況の実態調査」を３項目の行動基準の
一つとしており、平成２４年１２月末現在、普及率は６
２％（全２１９社中 回答率１００％）。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－業務用厨房への「業務用換気警報器」の設置を促進している。初回は無償設置とし、
次回交換時は有償という形で平成２４年より設置を始めている。 
 
・七協議会連絡会議では「業務用ＣＯ中毒の事故対策機器の普及状況の実態調査」を
３項目の行動基準の一つとしており、平成２５年１２月末現在、普及率は６４％（全２１６
社中 回答率９５％）。 
 

    イ）ボイラーにおけるＣＯ中毒事故の防止対策   
        ホテル・旅館・学校においては、厨房だけでなくボイ

ラーにおけるＣＯ中毒事故が発生していることから、引
き続き、ホテル・旅館等に対する周知活動を通じて、注
意喚起を継続的に実施すること。 
（現状） 
・平成２１年１月には鹿児島県の高校において、同年６
月には山口県のホテルにおいて、いずれもボイラーの
不完全燃焼及び排気不良により、それぞれ１８名、２２
名（うち１名死亡）の被害を伴う事故が発生。 
・ホテル・旅館等でのボイラーによるＣＯ中毒事故防止
のための注意喚起のチラシを経済産業省のホーム
ページに掲載（別紙３）。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－販売所毎にホテル・旅館等の施設リストを作成し、経済産業省ホームページに掲載
されている、ＣＯ中毒事故防止の周知文書等を配布している。 
－ホテル・旅館・学校等については山口での事故資料を配布し、ＣＯ中毒事故につい
て注意喚起を実施している。 
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Ⅱ．３．事故防止対策    

  （１）ＣＯ中毒事故の防止対策   

    ウ）住宅におけるＣＯ中毒事故の防止対策   

        ①長期間使用していないガス機器を使用するときには
排気筒を確認するよう、様々な機会を通じて一般消費
者に注意喚起すること。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－定期消費設備調査以外でも「安心・安全点検」という弊社独自の保安点検で、一般
消費者と直接会話しながら器具の様子や使用状況について確認している。 
－長期間使用しない場合は、接続管（フレキホース等）を取り外し、再使用の際に連絡
をもらうようにしており、その際、排気筒についても当社で確認するようにしている。 
－定期点検調査時、周知文書配布時（毎年）、その他検針時（毎月）を利用して、排気
筒に関する清掃や設置状況の確認をお願いしている。 
－今後使用予定のないガス機器については、取り外しの提案を行っている。 
 
・経済産業省は、以下の事項を実施した。 
－平成２５年１１月に塗装工事業者の業界に対し塗装工事を行う際の給排気口の取扱
い等についての要請を行うよう、国土交通省に協力を依頼した。 

        ②不完全燃焼防止装置が付いていない古いガス機器
については、製造事業者等による点検を受けるよう、定
期消費設備調査等の機会を通じ一般消費者に注意喚
起すること。 
（現状） 
・平成２４年２月、茨城県の工場に併設された住宅にお
いて、瞬間湯沸器のバーナー及び熱交換のフィン部に
すすによる目詰まりがあったことから、不完全燃焼が発
生し、かつ換気扇を使用しなかったため、室内にＣＯが
充満し、１名が死亡、１名が軽症となる事故が発生。 
・平成２４年１２月、福井県の一般住宅において、長期
不在により風呂釜の排気筒に鳥が巣を作ってしまい、
使用時に排気不良により不完全燃焼が発生し、２名が
軽症となる事故が発生。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－日液協の要請により毎年２回、当該対象機器の設置状況を調査・報告している。                                                                               
－不完全燃焼防止装置の付いていないガス機器については交換を誘導している。理
解を得られない消費者に対しては、無償または格安の費用にて器具の交換を実施して
いる。 
－一般消費者の都合で未交換となっている器具ついては、使用するにあたり、点検結
果「良」であることを確認している。（点検結果が「否」の場合は交換。） 
－メーカーの無料点検の紹介や、取替促進助成を利用している。 
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Ⅱ．３．事故防止対策    

  （２）一般消費者等に起因する事故の防止対策   

    ア）一般消費者等に対する周知等による保安意識の向上   

        一般消費者等が正しいＬＰガス及び関連機器の取扱方
法を理解し、実行できるようにするため、以下のような
工夫を図りながら一般消費者等への周知活動を実施
すること。 
・一般消費者等との接点を増やすため、法定の定期点
検・調査以上の頻度での一般消費者宅の訪問 
・コンロ清掃・料理教室等のイベント、町内会・自治会・
婦人会等との共同の防災訓練などの地域貢献活動等
による消費者との接点の強化 
・事故事例を身近な事例として認識してもらうため、経
済産業省のホームページに公表されている実際の事
故事例等の活用 
（現状） 
・消費機器管理による事故防止のための注意喚起の
チラシを経済産業省のホームページに掲載（別紙４）。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－経済産業省ホームページのリーフレット、事故のニュースリリースを活用した周知活
動を行なっている。 
－一般消費者と接する機会を増やすため２年に１回の法定の周知に加え、毎年年末
にガスの安全な使い方を記載した周知カレンダーを手渡しして、啓発に努めている。 
－各事業所において、展示会、料理教室を通じてガスの正しい使い方をアピールする
とともに、安全性の高い商品への買い替えを促進している。 
－年１～２回程度、各事業所での展示会を開催しており、消費者との接点の場を設け
ている。 
 
・一般社団法人全国ＬＰガス協会は、ＬＰガスを安全に使用するためのパンフレットを作
成した。 
 
・経済産業省は、以下の事項を実施した。 
－雑誌、新聞、専門誌への広告掲載及び交通広告を平成２５年１０月から平成２６年２
月に実施した。【再掲】 
 

    イ）安全な消費機器の普及促進   

        安全装置付き風呂釜、Ｓｉセンサーコンロ等の安全な消
費機器の普及を促進すること。 
（現状） 
・平成２４年においては、原因者等別に見て最多の一
般消費者等に起因する事故の原因のうち、風呂釜、コ
ンロの点火ミス、立ち消えによるものが２０件と最多で
あった。 
・古いタイプの風呂釜の使用方法に関する注意喚起及
び安全性が向上した風呂釜の普及促進のためのチラ
シを経済産業省のホームページに掲載（別紙５）。 
・Ｓｉセンサーコンロの安全機能等を紹介したチラシをＬ
Ｐガス安全委員会のホームページに掲載（別紙６）。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－経済産業省ホームページのチラシを活用した普及（販売）促進活動を行なっている。 
－営業部門発行の機関誌を年４回発行、Ｓｉセンサー付きコンロ等最新機器の紹介等
を行っている。 
－例年２月から９月の期間に、最新の安全なガス器具の販売キャンペーンを行い、安
全な機器の普及に努めている。 
 
・ＬＰガス安全委員会は、安全なガス機器への取替え促進についてのリーフレットを平
成２６年２月に作成、周知を実施した。 
 
・経済産業省は、バランス型ふろがまの使用者に向けて安心なガス機器への取替え
の推奨、古いタイプの機器の使用上の注意についてリーフレットを平成２５年２月に作
成、独立行政法人製品評価技術基盤機構で行われた「ＮＩＴＥ・製品安全センター記者
説明会」やＬＰガス安全委員会、各種講演において周知を実施した。 
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Ⅱ．３．事故防止対策    

  （２）一般消費者等に起因する事故の防止対策   

    ウ）誤開放防止対策の推進   

        ①ガス器具が接続されていないガス栓のつまみを間
違って開けてしまうことを防止するため、ガス栓のつま
み部分に被せる「閉栓カバー」の設置を促進すること。 
（現状） 
・「閉栓カバー」の普及促進のためのチラシを経済産業
省のホームページに掲載（別紙７）。 
・一般社団法人日本エルピーガス供給機器工業会によ
れば、平成２４年の「閉栓カバー」の出荷台数は４０６，
００２個であり、平成２３年の３１，３９４個から大幅に増
加（１３倍以上）（別紙８）。 
・七協議会連絡会議では「消費者に起因するＬＰガス事
故の防止対策としての閉栓カバーの普及促進」を３項
目の行動基準の一つとしており、平成２４年１２月末現
在、実施中が４２％、実施予定が５０％（全２１９社中 
回答率１００％）。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－対象消費者をリストアップし、未使用ガス栓にはガス栓カバーを設置している。 
－経済産業省のチラシを消費者へ配布し、注意喚起を促している。 
 
・七協議会連絡会議では「消費者に起因するＬＰガス事故の防止対策としてのガス栓カ
バーの普及促進」を３項目の行動基準の一つとしており、平成２５年１２月末現在、実施
中が５９％、実施予定が３３％（全２１６社中 回答率９５％）。 

        ②誤開放防止対策の一環として一口ガス栓への切り
替えを検討すること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－新しくガス栓を設置する際には、一口ガス栓の設置を推奨している。 
－未使用のガス栓は撤去、未使用口のある２口ガス栓は１口ガス栓への交換をするこ
とを基本に考えている。 

    エ）ガス漏れ警報器の設置の促進等   

        ＬＰガスの漏えいに起因する事故の防止には、ガス漏
れ警報器の設置が効果的であることから、事故の未然
防止の観点から、ガス漏れ警報器の設置の促進及び
期限管理に取り組むこと。 
（現状） 
・一般社団法人全国ＬＰガス協会によれば、ガス漏れ
警報器の設置率は、平成２０年度以降悪化（別紙９）。 
・ガス警報器工業会は、平成２４年４月から３年計画で、
ガス漏れ警報器の設置率の向上及び期限切れ警報器
の一掃を目指して「リメイク運動」を推進。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－社内基準として、全顧客にガス漏れ警報器を設置するよう努めている。 
－交換は定期点検・調査時に実施。供給開始時点検・調査時に期限が４年未満のもの
は交換している。 
－ガス警報器の設置除外条件にあてはまる集合住宅において、一般消費者から入居
連絡があった際にガス漏れ警報器設置をしている。また、戸建既存顧客についても訪
問時にガス警報器の設置を推奨している。 
－警報器はコンピューターで期限管理をしており、期限内に取替を完了している。 
 
 
・ガス警報器工業会は、以下の事項を実施した。 
－「リメイク運動」を推進するため、ポスター、パンフレット等の作成・配布や保安講習会
等での説明等の活動を行った。 
－「リメイク運動」の一環として平成２５年１０月に開催されたＬＰガス消費者保安推進大
会において、優秀な成績を収めた都道府県ＬＰガス協会に対してガス警報器工業会会
長より感謝状を贈呈した。 13 



Ⅱ．３．事故防止対策    

  （２）一般消費者等に起因する事故の防止対策   

    オ）消費設備調査の推進   

        ①消費設備調査は法定事項であるとともに、普及啓発
の重要な機会としてもとらえて、以下のような工夫を図
りながら実施すること。 
・学校教科書のＣＯ中毒の記載（別紙１０）を参考とした
絵を用いた説明資料や外国語での説明資料の活用 
・ガスの請求明細の裏などに注意事項を記載 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－点検調査を実施する際は、事前に案内（チラシ）を出し、消費者の協力を得るよう努
力している。 
－不在がちな消費者には、携帯電話の番号を教えてもらい、直接電話して協力をお願
いしている。 
－外国人向け周知文書等を、必要に応じて活用している。 
 
・一般社団法人全国ＬＰガス協会は、平成２６年３月に小学校や図書館に対し、ＬＰガス
について漫画で解説した資料を作成、配布した。 

        ②消費設備調査を拒否する一般消費者等に対しては、
適切に実施されない場合は事故の可能性を増加させ
るものであることから、事故事例の紹介の他、集合住
宅の場合には管理人の理解を得ること等、一般消費者
等の理解を得られるよう工夫をこらして実施すること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－液石法規則１３１条に定める「拒否された際の帳簿記載事項」のみでなく、拒否され
た理由等の経緯を記録に残すことで、販売所の従業員で情報共有している。 
－調査にご協力いただいた一般消費者には、翌月のガス料金の割引を実施している。 
－事故事例の紹介をし、法律で定められた点検であることを説明し理解を求めている。 
－集合住宅の場合は、管理人の協力を得、住人の方に案内を出してもらうよう協力を
求めている。 
－点検時不在の消費者については、土日・祝日を利用する場合や夕食時（夜７時ごろ）
に訪問し、点検をさせてもらうなどの努力をしている。 
 

        ③不在が続く一般消費者等に対しては、十分な書面で
の説明、数回にわたる継続的な訪問等十分な手続きを
踏んだ上で、当該一般消費者等の安全の確保の観点
から一時的な閉栓に踏み切っているＬＰガス販売事業
者もあり、保安の確保の観点からは参考となる。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－不在の一般消費者等については、時間帯をかえて訪問し、又は都合のよい時期を
連絡していただくようチラシを投入するなどして、最低５回以上訪問している。 
－３回訪問し（都度、点検依頼文書投函）、不在であっても点検が完了するまで継続し
て訪問するよう指導している。３回訪問した後、数回訪問しても不在で連絡もない消費
者対しては「保安閉栓」の案内文書を出し、それでも連絡のない消費者には「保安閉
栓」を実施している。 
－不在が続くような一般消費者には、携帯電話番号、メールアドレス等連絡をとりやす
い手段を提供して頂いている。 

        ④消費設備調査の結果、機器の設置状況等の改善が
必要な場合であっても一般消費者等の理解が得られな
い場合は、放置せず、都道府県等の行政機関と相談し、
早急な改善が図られるよう対応すること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－機器の設置状況で一般消費者の理解が得られない場合は粘り強い説得を行うが、
それでも理解いただけない場合は当該ガス機器の使用禁止及び一次的な閉栓を検討
する。 
－定期点検で、保安点検業者から指摘された事項は、業務主任者が責任を持って対
応し、消費者に告知し改善している。 
－災害の発生の恐れが大きい再調査先については、所轄行政庁へ相談する。 
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Ⅱ．３．事故防止対策    

  （２）一般消費者等に起因する事故の防止対策   

    カ）リコール対象品等への対応   

        消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号。以下
「消安法」という。）に基づく回収命令の対象となってい
るパロマ製半密閉式ガス瞬間湯沸器について、引き続
き、空き部屋等も含め、リフォーム時や点検・調査時に
遺漏なきよう回収対象機器の確認を実施すること。 
（現状） 
・パロマ製半密閉式ガス瞬間湯沸器は、ＬＰガス販売事
業者等、都市ガス事業者等の協力により平成２５年１
月末までに５１６台の対象機器が回収されており、平成
２４年１月末時点以降の１年間でも新たに２４台が回収
されており、うち１０台がＬＰガス機器である。 
・この中には、開栓状態で使用可能なものとして保育園
で発見されたものが前年に引き続き１台あった。 
・また、リコール以前から部屋を使用していない等の事
情によりこれまで発見されず、空き部屋から発見された
ものが５台あった（別紙１１）。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－供給開始時点検調査、定期点検・調査時等にて未使用のガス器具がないか、該当
機種の有無を確認し、毎月、経済産業省へ報告している。 
－ガス機器情報を保安管理ソフトに登録するとともに、ヒューマンエラーによる見落とし
がないよう業務主任者のダブルチェックと定期的な教育を行っている。 
 
・消費生活用製品安全法に基づく回収命令の対象となっているパロマ工業株式会社製
半密閉式ガス瞬間湯沸器について、ＬＰガス販売事業者等、都市ガス事業者等の協力
により平成２５年１月末までに５２９台の対象機器が回収されている。平成２５年２月か
ら平成２６年１月末時点でも新たに１３台が回収されており、うち７台がＬＰガス機器であ
る。 
 
 

    キ）長期使用製品安全点検制度への協力   

        ＬＰガス販売事業者等は、消安法上、保安点検・調査又
は周知等の際に、長期間の使用に伴い生ずる劣化に
より安全上支障が生じ、特に重大な危害を及ぼすおそ
れの多い機器について、一般消費者に対し、製造又は
輸入事業者に対する所有者情報の登録や変更が必要
であることなどを周知する又はチラシ等を配布するなど
の協力の責務を確実に果たすこと。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－社内にて長期使用製品安全点検制度について保安教育等で確認している。 
－「特殊保守製品」（屋内式ガス瞬間湯沸器・屋内式ふろがま）を購入した一般消費者
に対して、「長期使用製品安全点検制度」を説明し、ユーザー登録はがきを代行投函し
ている。 
 
・経済産業省は、ＬＰガス安全委員会とともに、消費生活用製品安全法に基づく長期使
用製品安全点検制度の対象機器について一般消費者に対して制度の概要や登録を
周知することを含め、雑誌への広告を平成２５年１０月及び平成２６年２月に掲載した。 

15 



Ⅱ．３．事故防止対策    

  （３）ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止対策   

    ア）供給管・配管の事故防止対策   

        ①埋設管は、腐食しにくいＰＥ管等への取替えを促進す
ること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－新規についてはすべてＰＥ管を設置している。また、経年埋設管の入れ替えを積極的
に進めている。 
－集合住宅においては漏えい試験のみでなく、腐食測定も推進しており、測定値の如何
によってはＰＥ管への変更も実施している。 
－基本的には露出配管への変更を心がけている。 
－今後のＰＥ管等への取替え等を想定し、液化石油ガス設備士免状所有者にＰＥ管講
習を受講させている。 
 

        ②他工事業者による埋設管破損を防止するため、ＬＰガ
ス販売事業者は、ガス供給設備周辺で他工事の計画が
ある場合は、確実にＬＰガス販売事業者に知らせるよう
に一般消費者等に対して周知するとともに、原則として
工事の際に立ち会うこと。 
（現状） 
・平成１８年から２４年までの事故のおよそ１割が他工事
業者による事故であることを踏まえ、国土交通省と厚生
労働省を通じて、ガス供給設備周辺で他工事の計画が
ある場合は、確実にＬＰガス販売事業者に知らせるよう
に建設工事関係事業者に対し注意喚起を実施（別紙１
２）。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－一般消費者に対して、周知、自治会の回覧等で工事の際はガス事業者にご連絡いた
だくようお知らせをしている。 
－業務主任者、地域担当者は営業範囲に対して、他工事の有無を常に意識して巡回し
ている。 
－水道、電気等の工事業者に対して、工事の際は連絡をいただくよう申し入れを行って
いる。 
－地域の自治会長に対して、地域に他工事がある場合はご連絡を頂くようお願いしてい
る。 
 
 
・経済産業省は、以下の事項を実施した。 
－他工事業者による事故を防止するため、他工事業者の所管官庁である国土交通省及
び厚生労働省を通じ、他工事事業者に対し、平成２５年１１月に他工事の際の注意喚起
を行った。 
－厚生労働省と連名で、平成２６年２月に他工事事故防止についての注意喚起のため
のリーフレットを作成した。 
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資料２－１ 

Ⅱ．３．事故防止対策    

  （３）ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止対策   

    イ）機器の事故防止対策   

        ①調整器、マイコンメーター、高圧ホース、警報器等に
ついては、長期使用に係る漏えい事故が発生している
ことから、これらの機器の期限管理を確実に行うこと。 
（現状） 
・高圧ガス保安協会による調整器の事故の分析結果
（平成１４年から平成２３年に発生した調整器に関する
事故１８６件が対象）によれば、使用年数に起因するも
の４３件のうち、８８％に相当する３８件がメーカーの交
換推奨期限である７年及び１０年を超えてから発生して
おり、これらは交換推奨期限以内に交換されていれば
事故の発生を未然に防げたものである。 
・七協議会連絡会議では「事業者に起因するＬＰガス事
故の防止対策としての調整器の期限管理の実態調査」
を３項目の行動基準の一つとしており、平成２４年１２月
末現在、メーカーの交換推奨期限を超えて使用されて
いる調整器の割合は、２．４７％（全２１９社中 回答率
１００％）。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－調整器、マイコンメーター、高圧ホース、警報器等については、月初めに本社品質保
証部、及び各事業所がデータベースで期限切れの管理をしている。期限切れは速やか
に交換する。 
－保安機器（ガスメータ、バルク用安全弁、ガス漏れ警報器、調整器等）については、
その実施遅延の有無について、毎月中旬までに保安業務部にて保安システムでの遅
延検索を行い、その結果を各販売所へ送付、理由・対応策等を報告させている。 
 
・七協議会連絡会議では「事業者に起因するＬＰガス事故の防止対策としての調整器
の期限管理の実態調査」を３項目の行動基準の一つとしており、平成２４年１２月末現
在、メーカーの交換推奨期限を超えて使用されている調整器の割合は、１．４７％（全２
１６社中 回答率９５％）。 
 
・経済産業省は、以下の事項を実施した。 
－所管のＬＰガス販売事業者に対し調整器の期限管理についての実態調査を行った
結果、期限切れの調整器については、やむを得ない事情があるものを除き、今後自主
的な交換をするとの回答があった。さらに調査時に期限切れの多かった等の数社に対
し、追加で聞き取り調査をした結果、計画的に交換を進めていくとの回答があり、その
聞き取り結果について、平成２５年１月にホームページで公表を行った。 

        ②充塡容器等の接続、消費機器の交換・修理等の作
業手順の確認、作業終了後の検査等を確実に行うこと。 
（現状） 
・一般消費者等からの連絡を受けてＬＰガス販売事業
者等が対応した際に工事ミス・作業ミスにより発生した
事故が４件あり、うち３件でそれぞれ一般消費者等が１
名負傷している。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－「ＬＰガス容器交換時事故防止ガイド」「物流手順書」等、当社マニュアルに基づき２
号業務（容器交換作業）を実施している。 
－作業完了後の記録は業務主任者がダブルチェックすることで、確実な施工を確認し
ている。 
－消費機器の交換等はメーカーの作業手順書により確実に実施し、作業終了後の検
査を確実に実施している。 
－保安教育の実施、配送コンテストの実施等を通じて点検作業の手順確認、指差呼称
の徹底を指導している。 
 

        ③閉栓先において、充塡容器等が長期にわたって放置
されていたことよる容器の腐食による漏えい事故も発
生していることから、不要な充塡容器等の撤去を確実
に進めること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－閉栓先の容器は、閉栓と同時に撤去している。 
－閉栓先の設置容器について、近く供給再開の見通しのないものについては必ず回収
し、閉栓先には空の容器を設置している。 
－閉栓後、すぐに次の利用者が決まっていない場合、容器を即時撤去し、メーターにス
テッカーを貼り、再開時連絡をもらうように対応している。 
 

17 



Ⅱ．３．事故防止対策    

  （３）ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止対策   

    ウ）バルク供給に係る事故防止対策   

        ①これまでに発生したバルク供給での事故事例やヒ
ヤリハット事例を共有するとともに、安全弁の交換作
業マニュアル等を活用することにより作業手順の確認
を十分に行い、事故防止の徹底を図ること。 
（現状） 
・平成２３年及び２４年にいずれもバルク供給において
人身事故が発生しており、平成２３年は安全弁の交換
作業ミス、平成２４年は液面計のフランジ部に係る作
業ミスであり、原因はいずれも作業手順の確認が不足
していたものである。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－安全弁の期限管理は基より、作業手順に関しても、メーカーに対する注意事項の
確認等により、交換作業を実施している。 
－充てん作業者再講習テキスト等の事故事例等により、作業手順の徹底を図ってい
る。 
－退職・人事異動等により、経験の浅い担当者が作業を実施する場合は、本社技術
員が現地に出向き、交換作業に同行して指導を行い、事故防止・要員育成に努めて
いる。 
 

        ②民生用バルク供給システムのいわゆる２０年検査に
係る経済産業省、高圧ガス保安協会等の検討状況の
把握に努めるとともに、２０年検査の本格化に向けた
準備に着手すること。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－バルク設備２０年検査については、計画表を作成し、検査準備を進めている。 
－高圧ガス保安協会、ＪＬＰＡ等の講習会には積極的に参加し、情報収集に努めてい
る。 
－現在設置されているバルク貯槽については、本体及び付属品の検査期限をリスト
化している。今後はそのリストを基に、再検査・入れ替え・容器へ変更のいずれかの
対応を物件ごとに検討し、スケジュール化していく。 
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Ⅱ．３．事故防止対策    

  （４）その他    

    ア）質量販売に係る事故防止対策   

        ①質量販売の際も法令で求められている供給開始時
調査や定期消費設備調査について、確実に実施するこ
と。 
（現状） 
・平成２４年の質量販売における事故１０件のうち、定
期消費設備調査が未実施等の法令違反が５件認めら
れている。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－当社社員が現場において器具の取り付け,供給開始時調査を確実に行っている。ま
た、行事終了後は速やかに回収している。 
－質量販売を行う際には、一般消費者に調整器・燃焼器を持参いただき、毎回点検・
調査を実施している。 
－多数の調整器・燃焼器を所有する移動式屋台等の商店には、年１回、シーズンオフ
に保管倉庫に赴き、調査・点検を実施している。 
－販売形態により緊急時対応等の保安業務を実施するのが困難なため、安全を担保
できないと判断した場合は、ＬＰガスの販売を辞退している。 
 
・立入検査の結果、質量販売のうち８件において、消費設備調査の記録がなく、５件に
燃焼器の型式及び製造年月の記録がなかった。質量販売しているすべての一般消費
者等の所在を把握できているので、早急に消費設備調査を行い記録するよう指導した。 
 

        ②ＬＰガス販売事業者等による保安業務の実施が困難
な山小屋等に対する質量販売について、液石法施行
規則第１７条に基づく特則承認に基づいて、山小屋等
に対する質量販売の保安の確保のための業務を確実
に実施すること。 
（現状） 
・平成２５年２月時点で３事業者４件が特則承認済み。 
 

・山小屋等に関する特則承認は、平成２６年２月時点で３事業者（４件）について承認済
み。また、現在４事業者が特則承認申請を準備中（平成２６年２月現在）。 
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Ⅱ．３．事故防止対策    

  （４）その他    

    イ）積雪又は除雪ミスによる事故防止対策   

        積雪寒冷地での積雪又は除雪ミスに伴う調整器、供給
管等の損傷によるガス漏れ等を防止するため、引き続
き、従前以上に適切な落雪対策を講じるとともに一般
消費者等への注意喚起を図ること。 
（現状） 
・平成２４年は豪雪のため、平成１８年の８０件、平成２
３年の５０件に続いて６４件と雪害事故が多発した。 
・より効果的な積雪地域の雪害対策に資するため、容
器の接続方法等に着目した対策をまとめ、平成２５年４
月末までに経済産業省のホームページに掲載予定。 
・ＬＰガス設備の雪害対策の普及促進のためのチラシ
を経済産業省のホームページに掲載（別紙１３）。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－１１月頃雪害対策のチラシを配布及び容器交換時に現場確認をしている。 
－積雪又は除雪ミスによる事故防止対策に関して、供給設備ボンベ容器への安全対
策を講じるよう指導している。具体的には、ボンベボックスの設置、屋根からの雪や雨
だれで調整期が凍結しないように、小屋根の設置を実施している。また車両の入りずら
い家屋には５０ｋｇボンベの設置などを実施している。 
－県ＬＰガス協会において冬季にはラジオＣＭにて雪害防止のための呼びかけを行っ
ており、そのようなことも話のネタとして取り入れ、消費先に周知している。 
－降雪の多い地区では、供給設備を落雪の下にならない場所に設置するなど、できる
だけ雪に埋まらないような環境を作る。 
 
・一般社団法人全国ＬＰガス協会及び日本液化石油ガス協議会は、平成２５年１月及び
平成２６年１月に経済産業省からの要請を受けて、ＬＰガス販売事業者等に対し、落雪
事故防止対策の注意喚起を行った。 
 
・経済産業省は、以下の事項を実施した。 
－平成２４年度の委託事業において、雪害対策を検討するため積雪地域の配送事業
社に対してアンケート調査を実施し、検証実験及びアンケート結果の更なる分析を行い、
北海道ＬＰガス協会を始めとする関係機関への意見照会を経て対策をまとめ、平成２５
年６月にホームページに公表した。 
－消費者に対する雪害事故防止の注意喚起のためのリーフレットの作成を平成２５年
１１月に行った。 
－中央防災会議より、降積雪期における防災態勢の強化等についての指導要請を受
け、関係機関に対し、平成２５年１２月に降積雪期における事故防止のための要請を
行った。 
－平成２６年２月の大雪に伴い、内閣府のホームページや内閣府に開設されたＴｗｉｔｔｅｒ
及びＦａｃｅｂｏｏｋにおいて注意喚起を行った。 
・北海道産業保安監督部は、平成２５年１２月に「雪害によるＬＰガス事故の発生防止に
ついて」について、ホームページ上で注意喚起を実施した。 
・関東東北産業保安監督部東北支部は、平成２５年２月及び平成２５年１１月に管内の
一般消費者等に、降積雪期における事故防止のための注意喚起を呼びかけた。 
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Ⅱ．４．自然災害対策   

        ①「東日本大震災を踏まえた今後の液化石油ガス保安
の在り方について」（平成２４年３月総合資源エネル
ギー調査会高圧ガス及び火薬類保安分科会液化石油
ガス部会報告書）及び「ＬＰガス災害対策マニュアル」
（平成２５年３月経済産業省及び高圧ガス保安協会）を
踏まえ、災害発生時における保安確保のための具体
的な取組について、着実に実施すること。特に、地震等
による大規模災害に備え、容器転倒防止の鎖の二重
掛け、容器プロテクターの導入及びガス放出防止型高
圧ホースの設置を積極的に推進すること。 
（現状） 
・東日本大震災を踏まえた今後の液化石油保安のあり
方に関する「１４の対応策」については、産業保安監督
部、都道府県、一般社団法人全国LPガス協会等を通じ
て、各都道府県ＬＰガス協会及び傘下のＬＰガス販売事
業者等に対して通知するとともに、全国各地で開催す
る保安講習会等のテキストに追加し、ＬＰガス販売事業
者等に対する普及啓発を行うほか、各都道府県ＬＰガ
ス協会における取組状況についてアンケート調査を実
施。 
 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－災害対策マニュアルを制定し、社員や資産、業務の推進等に大きな被害をもたらす
災害に対して対処している。 
－全国の各都道府県に災害救援隊を設置し、いざという時に対応出来る体制をとって
いる。    
－各県ＬＰガス協会の防災対策活動に主導的に参画、有事は協会と連携した対応を計
画している。 また、各県ＬＰガス協会主催の防災訓練には積極的に参加している。 
－従業員・家族の安否確認システムの導入、また各販売所・充てん所への災害備蓄
品・衛星携帯電話の配備している。                                                                                                      
－年１回、全販売所一斉に避難訓練を実施している。    
 
・一般社団法人全国ＬＰガス協会は、公的施設へのＬＰガス災害対応型機器の設置推
進及びＬＰガスの常時利用を進めるため、その導入事例集をとりまとめた。                     
 
・経済産業省は、以下の事項を実施した。 
－平成２５年３月にとりまとめた「ＬＰガス災害対策マニュアル」において提示された１４
の対応策について、各都道府県ＬＰガス協会の取組状況についてアンケート調査を実
施。 
－保安機関が一般消費者等からガス漏れ等の緊急時連絡を受ける連絡先は固定電
話であることを求めて来たが、平成２５年３月、自然災害によって固定電話が通じなくな
る場合に備えた補完的連絡先として携帯電話等の使用を容認し、関係通達を改正した。 

        ②仮設住宅におけるＬＰガスの供給に係るＬＰガス販売
事業者等は、供給設備の点検、消費設備の調査等の
保安業務の確実な実施並びにガスの漏えい事故防止
及びＣＯ中毒事故防止に係る一般消費者への注意喚
起について、特に留意して取り組むこと。 

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。 
－万が一災害が発生した場合には社内マニュアルに従い、仮設住宅へガス供給する
ことで事故防止に努める。 
－災害時には被災地外の従業員が支援隊として応援に駆け付けることとしているが、
その際にも支援隊が現場で混乱することのないよう、指揮系統と職務分担を明確にし
ている。 
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